
③製造、・販売、使用される化学物質を規制する法令としては、毒物及び劇物敬締法、食品衛生法、薬事法、農薬取締法、肥料取締法、飼料安全法、原子炉等規正法、麻薬取締  
法、覚せい剤取締法等がある。このような法律で、規制されている化学物質については、プログラムの対象物質から除外すべきである。   

㈲事巣者と国の役割分担   
産業界によるプログラムの実施に加えて、国によるデータ取得が必要であることは、官民連携の趣旨からいっても言をまたなレ㌔政府は、政府の必要と考えるデータを取得  

していって頂きたい。これら固による情♯取得lヒ学物質名について、作業の重複を避ける為に、2009年までの予定を速やかに公表して頂くことを希望する。   

（竹「優先情報収集対象物質リスト（案）」について  

①既に、国際的に取組みがなされている物質がリストに含まれている。1物質は、SIAM評価終了済みbl物質は、ICCAがスポンサーになっており、5物質はUSチャレン  
ジで既にスポンサーがついているので、借問収集対象物質から外すことが適当である。  

ア．1319－77・3 c陀白吐pⅥ柁  

グレゾー′叫（：媚No・15幻1－10－4（叫p一混合物が、SIAM16で評価済玖）   

イ．69・72・7  瑚弧d  

サリチ′蜘血dG批点umが、スポンサー登録している。）   

（カご意見を踏まえ、関係三省の担当部署嚇こより事務局機能を担  

ってまいりたいと考えております。   
なお、本プログラムは、事業者に自主的に参加していただくものであ  

り、コンソーシアムのヲ物裁こついては国が関与すべきものではないと考  
えております。   

（亜①本プログラムしこおいては、リスクの観点から優先度を設定してお  

り、それに従って平成20年度（2008年虔）までに健先して情報を収集・  

発一昔す－べき化学物質を選定しております。   

（伯意見番号13（班こ対する回答と同じ   

（封①意見番号29Q）③iこ対する回答と同じ   

（跡訝意見番号鋤こ対する回答と同じ   

毎）国においても、新執阻開発性が認められる場合、既存の知見から有  

害性が見込まれる場合等について、鰍こ試験等を実施して安全性情  
報の収集を行うこととしております。情報収集を行う物質についてlよ  

着手する前に公表することにより、産業界との重複取得を避けることと  
しております。   

用①ア．クレゾールには三種類の構造異性体（オルト、メタ、パラ）が  

あり、CAS番号ほ1計門・3 C職咄pu托はこれら三種の鮒  
ご指摘の通り、メタとパラの混合物であるCAS番号1娼31・10・4 m，p・  

Cn治dは、MⅣ－C式場d C廟としてm－C陀8d（棚番号108・3伊粛  
p・C托Sd（α鱈番号1（お－ヰむ5）とともに別AM16において評価を終了  

しており、また、砲幽d（CAS番号粥・亜・のにつきましてもSIAM㌢3  

において評価を終了し¶、ます。従いまして、〔浪S番号柑1計77・3  

C托8吼pl皿については、優先情報収集対象物質リストの国際的情報収  

集状況の欄を「OECD評価済み」に修正します。   

（Ⅵ①イ．ICC〟HPV イニシアティブの公式W誌 サイト  
仙00m血∋血臨m血n血）において、当該物  

質につき卿AddG）n血が形成され、偉撒こあたる旨  
表明していることを確認しました。従いまして、（二AS番号6針乃・7につ  

いては、優先情報収集対象物質リストの国際的情報収集状況の欄を  
mXA情報収集予定」に修正します。  

（7Xヨウ．ェ．オ．   

これら物質は、USチャレンジプログラムの公式Wbbサイト  
伽b満仲We凪g嘲些塑型）において、カF：机l相  

知皿弧ばとされていますが、未だ也＄t pla皿の提出を確認すること  

ができませんでした。ぬ或 planが提出されたら、「USチャレンジ情報  

収集予定」として情報収集対象物質リストの「国㈱礼の  
禰をアップデートする予定です」胡t pl皿の提出状況につき具体的な  

情報があれば政府事務局までご連絡くださレ＼   

（執刀カ．   

当該物質は、USチャレンジプログラムの公式W曲サイト  

ウ・101・14・4 3，計Di血bI℃・4，4■也叫k町血e也皿膿  
4，4■－ジアミノー3，3■－ジグロロジフェニルメタン傍條4，4■－メチレンビス（2－タロ  

ロアニリン））   

エ・626t17■5 l光n甜ne－1，3－血舶丑e  
イソフタロニトリル   

オ．2451・62・9 1且5七由脇血血et助・1，3舟血e・乳4，6（1H，3托5Ⅰか血e  
l，3，5一トリス（2，3－エポキシプロピ／り一1，3，5トリアジンー2，4，6（1H，  
H，5H）－トリオン   

b．5468・75・7 2，2l・［（3，3T－did血m【1，1しbiphend－4，41－diyDbi8（a2d）］bi烏DJ・C2TnedwbhBnyD－3－OXd）、止yramidd  
ピグメント エローー14   

キ・5亜ウ5・6 1，計叫叩Ⅳ  
1，3ジクロロプロペン   

②以下の物質は、Om既存タスクフォースにおいて低懸念物質とされているので、情報収集の対象から外すことが適当である。   

引｝70・4  D・glu虚血 Dソルビトール   
59－51－8   DL一皿e仕Ii血e DL－メチオニン  

137・08・6  ddumpむ血仇eIlab，D血m パントテン酸かレシウム   

出典：OECDENⅥJMJEXCH（200ゆ4niEVl．．DRAFrL胆TOFCmCAIJSWHUCHIX）NUIINEEI）ASSモSSMENTⅡ寸THEHPVCHEMICAlJS  

PROGRAMME【   

③以下の水和物は、有機そのものの評価は、S皿で評価が完了おり、重複を避けるためにも対象外とすべきと考えられる。  

ア． 5949‾望）‾1 1，2，3－P叩び扇瑚ad札2－bdⅢⅩy・，Ⅱ旧n血ydm鹿  
クエン酸一一水和物  

イ． 61（娼－21・4 Bu細山c血由吼瓜田血l皿泊地Ⅰ旭Ⅹa上ydra虎  

コハク酸ニナトリウム大水和物   

⑥以下の物質は、食品添加剤であり、他の法律で十分に評価管理されているので、対象化学物質から外すことが適当である。  
58一朗－6如，pu理 キシロース（米国で安全と蔑められている物静  

雄5－8糾； 4｛）一abk－D一言1Ⅶ刀p画一D・dl】db14－n－D－グルコピラノシルーD－ソルビトール（還元麦芽糖 食添（虫歯にならない低カロリー甘味剤））  
防7・27・2  匝もy血∝址【鵬de L－リジン塩酸塩  
107‾95‾9  betatal乱nlne β山アラニン   

⑤以下の物質は、農薬であり、他の法律で十分に評価管理されているので、対象化学物質から外すことが適当である。  
533・74・4 血盟Omet 2－チオキソー3，5－ジメチルテトラヒドロー2H－1，3，5チアジアジン拐幌ダゾメット〉  
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0，0・叫・0・（3Ⅶe也河・4・血t叩bnyl加10印km心血鹿 チオりん酸0，0－ジメチルー0－（3－メチルー4ニトロフ土ニル）伐り名フ土ニトロチオン  122－14－6  

又はMEP）  

（址bW椚血世上tm）において、カP：  
n瑚Spα耽re♂とされております。スポンサー状況が”F：  
mlb岬となり、鹿t planの提出が確認されたら、「USチャ  
レンジ情報収集予定」として情報収集対象物質リストの「国際釣惰判収  
集状況」の楕をアップデートする予定や九触感 pla皿の提出状況につ  

き具体的な情報があれば政府事務局までご連絡くださし㌔   

（竹①キ．   

当該物質は、USチャレンジプログラムの公式Wbbサイト  
加ww印乱仙皿）において、”Q”とされて  

おり、何らかスポンサー状況に変更があったのではないかと推測されま  
す。また、励 planの提出も確認することができませんでした。由仁  

pbnが提出されたら、町Sチャレン槻として情報収集  
対象物嘆リストの醐凪の柵をアップデートする予定  
で九▼触t pl乱nの提出曲鳳こつき具体的な情報があれ僻事務局ま  
でご連絡ください。   

（腰）ECD／旺PVプログラムでは、米国やEUにおける考え方を基に、  

有害馳弼軌、と考えられるかもしれないもの（低鰯に分類した  
物質は、調査の優兜頓阻押掛、と位置づけ刊、ます。しかしOECD／  

ⅡPVプログラムの対象には含まれますので、それをもって本プログラ  

ムの対象から除外する根拠とiまなり得ません♭ しかし、そのような物質  

についてIょすでに様々な安全†封育報が存在すると思われますので、情  

報をもって政符事務局までご相談下さ）ヽ   

（愴ア，〔浪S番号77・92つクエ巧酸については、SIAMllにおいて評  

価を終了しております。従いまして、当物質の水和物である棚番号  
5949－29－1クエン酸一水和物については、優柑育報収集対象物質リスト  

の国醐を「OECD評価済み」に修正しますこ   

（咽イ．意見番号成1）に対する回答と同じ   

（勃勘⑤⑥意見番号2蜘こ計す‾る回答と同じ   

（闇射卿こついては、現在CAS番号をASコンソーシアムに  

銀申請中である旨御意見をいただいております。同着号の取扱レゼ割こ  
つき具帆こ決定されましたら事務局までご連絡ください。   

（竹⑧  

CAS番号75・07勺、122・14・臥2酬て5牒について   

意見番号2舐加割こ対する回答と同じ。  

CAS番号131針77・3について   

意見番号刃㈹（Dア．に対する回答と同仁   

（閑意見番号18仰：割こ対する回答と同じ。   

（瑚酬割こは様々な種類があり、その性質が異なるものもありますの  

で、「靴することは困難ですが、カテゴリー評価の活用が考えられま  
すので、政府事務局へご相談下さし＼  

トリクロロニトメタン拐Il名タロロビタリン）  

⑥以下の物質は、医薬品であり、他の法律で、十分に評価管理されているので、対象化学物質から外すことが適当である。  
107－35・7  t且lⅡ1ne タウリン   

⑦以下の物質は、ICCA・HPVイニシアティブのASコンソーシアムにおいて検討されている化学物質群（アルキル鎖畏（C＝10－18）が対象）でカバーされる化学物質な  

ので、対象化学物質から外すことが適当である。  
73296－8計6 S山知慮cad札mono・C12・16・膿yle虞e指，∝diu皿姐l由 アルカノーソレ（（＞12・16）モノ硫酸エステルNa塩   

⑧Ⅱ℃＄のEはP（注・1参照）モノグラフが発行されている以下の物質は対象物質にする必要がないと考えられる。  

75‾D7・O a血由輌  アセトアルデヒド  

122‾14‾5 0，α‾D皿e仏力・0・（3・叫・41血印加岬1）pIl喝）山地由 チオりん酸0，0－ジメチルー0－（3－メチ／レ4ニトロフ工ニノり（別掲フェニトロチオ  
ン又はMEP）  

26【椴；・75・6 3br4）一皿e也yl加n次加・1，2】虚血 ジアミノトルエン  

1319－77－3 Ⅳ閃dpu代 クレゾール   

⑨液合物としてリストに挙がっている例があるが、このような場合にあっては代表的な組成比の臓物質を用いることで評価できるとして頂きたい。   

⑩市場では「股的には異性体混合物として存在する物質の内、1つの異性体のみリストに挙がっている例がある。このような場合にあっては異性体混合物でのデータで評価で  

きるとして噴きたし㌔   

★（注・D  

EnviztmnblHeahhCriteria伍HC）znon曙帽phB・CO皿PrehenBive血tafbm由血1臆8OurCeS蝕・血∋e8tablihntof乳伝ty8tandBrdBand  
曲，   

EHCplJbhcationBa柁tnnqTq）h8de由卿姐鮎rBden鮎t8anda血血Iigtnhn5船呼【m由ble伽也8e由bh8hmentof孤島ty血ndardBandI℃蜘．  
n』血8i鮨udb血eh短血n出物mme皿Cbem血1Sa金野（『CS），p鵬8b血由en址c血ev血血ばawi血叫ば血e血血狐d騨Oup針正  
dlemi00血．  

EHC皿皿OgmPh8aZebaぶd皿aCOmprehengivt3㌍ardlOfavaihbleorkinalpub臨地EKientiGc】鮎mh此andreviewBadmi：thephy由ml  
mdd遮血腿1p叩e出朋肌d咄舷血meth心拍mm鵠ばe血nbl血血且血e耶u柁anden血血叫れd始血血追払血皿d  
I胱hk鮎miⅡd混血g血中丘皿，血舶Ⅶ丘皿，血駄氾弧d址細立血血0止血d】8叩bme触皿且n血a血晦nid頓m卸適転皿d地相b喝e血d跡  

a皿d丘n地肌ev血淵点mぱ血あrbu皿anhealthal止血ee鮎由on血een血ment．   

★（注一分  

（b【ld距Ⅰ皿由ma血m血Cbmi店止A鮨e出Inent恥me鵬8（CIαlDS）   

AⅣ血eb触止血a叫ぜpl血駄血蝕mtbh鹿血h喝r皿mO血Sa飴W㈹－a∝叩e血相p御neOftbWb舶  

H6althOrganimtion（WII功，theIn鹿ma血nBl伽醐加nOlβ），andtheUnitedNatim8ELvizt）Il皿∋ntPrtrraJnEne（UNEP）．CICAD8jointhe  
En血1皿mhlti由此hC血e血dmenb伍HCd鮎au血Ⅸib触血meIlb on血e血a包談話廷江ne血ofd血k．   

CICAD8a柁txhdBedmntBthatprovide8ummarie80ftherekva血BCientificinlbmationⅧemi喝thep（鵬ntiale飽由Qfdhe血cals叩OnlmnanhBaharMibrthB  
envimnment・neya托b血皿血d血∬柁如血eⅥ止ua血n血別皿eI血α皿e血喝EHC8．且∋鈷理a00印bn∝  

蝕puhhcnthaBCICADsbyIPCS，the8e血し皿ent8haveundergmeextemiperz℃vicwbyinternationdlyL3electedexpertzitOe舶uretheir  
叫由比批自ちmyhtbw野止血tbo蜘1d血a花代p間n加札andt鮎Ⅵ出血けばtb00地場血m   

lもep血1犯y蜘dqCAD8由血且ra血血mぱb誠ardan心血恍一問蝕】me叩鴨u柁ba血8m血l．CKリ止ka代n虎a8u皿皿㍊yぱ北  

鋸皿並血1e血a皿ap血cb皿ie址地ち也町血dlエ血皿b也細山血血n00血相d打姐鮎【旭丘血nぱ也e血岬dby血ed鳩皿血L ne∝i血  
S血弘田a柁，加Ⅶちpre能加d血8血阻deI止血血ilb凱甲那加伽∋∝血血awIL F∬a血址皿出血tb札仇8柁a血ー血山d∝Ⅲ且l止血ei鮎瓜田m  
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血11men短uponwhidltheCICADhaBbeenbaBed．  

R血tDhumhealdlandtheenvimzmntwi1lvaryconBiderahlyd印endlngupOnthetypeandemintofexpwllre．Re8pOnd）1eauthorihe8aJeStrOnglyen00l叩db  
血8∫adedか血mtbba虚呂d瑚皿e舶11柁dα・p血i血de坤鵡Ⅶ柁誠n且血蛤．Tb血t血≧舵a血ちe叫1由ばe叫和白11柁  
eBtinabaDdridk血a指血erizatimarepruvidedinCIC恥whe加VerPOadhle．nLe8e既aInpb8CaJdtx！CmBideredaBrePre8en血ganpo8eiblee叫に胞u柁由tua血nB，  
bl止a毘pm亜舶匝0コ吋Ⅷe柁a血ー由柁飴ー陀dbE打C170払r餌丸血盟Ontb血血血nぱk細山・ba既d訂Iidan曙Ⅴ由11e乱  

Whikeverye餌i8madetoen如rethatCICADsrq）re能Ⅰ止thecurrent＄tatu＆Of血owkdge，neWin蝕mla血1iBbeingdeⅦ1qpedco叫UuleBfl  

OtherwiBe或油紙CICAD8arebaBedma8eardlOfthe∝由ntibJite托血∬e加thedate8hmintheexec血ve8uZnZnaryh血∋eVentthatareadert治】Ome8aWareOfnew  
informatimthatwnJldchJWthe00ndu8iDnBdzminaCICAI），thereaderiBrequeStedtx）OntadtheIPCStx］in鮎mlitofthenewinh 以上   

31  （1知叩anチャレンジプログラム棄の提案似下、脚における        の選定基準について、リスクの観点から、低賊用途の化学物質は情報収集対象外と  （り意見番号13（Dに対する回答と同じ。  
することを提案致します。   なお、製造・輸入数量と環境モニタリング結果の関連については、平  

一理  由   成15年1月 化蕃法改正に際し、厚生労働省、経済産業省、環境省の  
提案書P5の「リスクの嶺点からの優先度設定」に同意致します。即ち、「リスクはハザードと暴露量の積で定義され、暴露状況については、用途、環境モニタリング結果、P  三省合同審詰会によりとりまとめられた「今後の化学物質の審査及び規  

RTRデータ等の他∴製造・絶入量と尭境中からの検出量の関係を考慮する」という主旨の提案に賛成致します。提案書P13の図「優先情報収集対象物質の考え方」は、製  制の在り方について（報告書）」の参考資料を転献したもの‾耽同資  

遣・輸入量の多いものほど環境からの検出が多いという環境モニタリング結果を示したものですが、これは「股の解散用途の化学物質についてであり、環境中への放出可能性  料は∴製造・輸入数量と環痺モニタリングにおける検出の有無との「殴  
がない又は極めて低くなるような方法で取り扱われる化学物質（低暴露用途）には該当いたしません。即ち、低暴露用途の化学物質は、その製造・輸入量とは関係なく、低リ  的な傾向を示したものであり、用途別に詳細な分析を行った結果ではな  

スク化学物質ですので、OECD／HPVにおいては、中間体（低暴露用途）については、SIDS評価項目のうちでも非常に重要な項目である［反復投与毒性純畝 または  いことを申し添えます。  
「生殖発生毒性試験」の免除、または「魚類急性毒性稚の（Q）sARによる代替」が認められている。国内法においても、このようなリスクの考え方は、安衛法やPRTR  

はもとより、化轍こおいても導入され、低暴露用途である中間物・輸出専相晶▲閉鎖系用途については事前届出免除となっております。したがって、提案書P5およぴPl  

3の優先度（選定基準）の考え方に基づき、低暴露用途（即ち、低リスク用途）の化学物質は      とすることを提案致します．以上  

（カ国が国費を投じて試験の実施等により安全性情報を収集する場合に                  侵）J叩anチャレンジプログラム案の提案（以下、提案書）において、実施主体である国の役割のうちの「稚の実施等による安全性情報の収集」に関して、情報収集の範囲  

に「新馳や「開発性」などの制限をつけないで、官民連携で情報収集を促進する仕組み（例えば、官民コンソーシアム）をつくることを提案致します。   ついて【ま∴新規性、開発性が認められる場合、既存の知見から有害性が  
・理  由   見込まれる場合等に重点的に行うことが適切と考えています㌔これらの  

提案書P5において、「情報収集の実施主体は事業者と国である」と規定していることに賛同致します。我が国における既存化学物質の安全性デ←タの取得も昭和48年の化  観点から国が情報収集を行うことが適当な物質であって、かつ、当該物  

審法制定国会の付帯決議に基づいて、いわゆる“既存点検”を国が開始し、現在も実施していることに始まります。この“既存点紆の目的が「安封封青報の収集とそれに基づく規  質を製造・輸入等することにより取り扱っている事業者の方々が国と共  
軌であることが、国が主体で実施してきた大きな理由であると理解致します。また、化審法の制定によって、新規化学物質の安全性データの取得が義務付けられ、実施主体  同して情報収集を行うことを希望される場合であれば、官民が共同で安  
は規定されませんでしたが、新規物質を社会に掟案する事業者が自らデータ取得してまいりました。その結果、国が試験した既存化学物質は、分解性・蓄積性は1455物質、  全性情報の収集にあたることも可能であると考えられます。具体的なご  

人毒性は275物質、生態毒性は438物質に達しました。一方、事業者が安全性デ」タを取得した新規化学物質は7000物質に達しております（第1回プログラム推進委  提案等ありましたら故障車務局にご相談くださし㌔  

旦全蕎事線）。  

このように「匡往こよる管理、規制」を目的にして化学物質のデータ収集を行っている例は、例えば、厚労省による安衛法に関する人毒性データ取得、環境省による内分泌か  
く乱作用物質の       、等があります。  

一方、今回のJapanチャレンジプログラムの目的は、「既存化学物質の安全性情報の収集と発信」と謳われておりますが、収集された情報は有害性情報朝告制度によって、  

イヒ悪法の規制に繋がっておりますので、本プログラムの実質的目的臥「情報の収集・発信と化学物質甲規制」と表現するのが正確で九したがって、国が試験を実施して安全  
性情報の収集にあたる範囲を「新規性や開発性がある場合（提案書P3、P4、7）」「民間では情朝収集が困難な物質（同P3）」「既存の知見から有事性が見込まれる場合（同  

P7）」などと規定しているが、制限無しで官民連携すべきであると考えますも  

このような官民連洪の例として、国は「情報の収集・発情と化学物質の規制」を目的にして、事業者は「情報の収集・発情」の目的をもって、制限無しで  
官民が共同して安全性情報を収集するー官民コンソーシアム」に参加できる仕組みを実現していただきたし㌔提案書P3にあるような事業者だけのコンソーシアムに加えて、  

直接的な官瑚の仕組みで、民と民のみならず官と民も役割と費用の分担をすることによって、スポンサーが増加し、データ取得される物質数が増加して、結果的に効率的、  
効果的なプログラムが実現することになる。特に中小規模事業者の参加増が期待される。 以上  

（3）意見番号餌（りに対する回答と同じ。                                            （恥anチャレンジプログラム案の握案（以下、提案書）におけるコンソーシアムについて、その形成と運営の成否は、プログラムの成否に大きく影響することになりますの  

で、コンソーシアムの形成と運営にかかる共通課芳卦こつきましては国の協力・参画ができる仕組みを構築していただきたV㌔  

・理  由  
今回の対象となる既存化学物質は、製造・輸入量が大きく、ほとんどのものが緻の事葉音によって取り扱われておりますので、単独の事業者だけでスポンサーになること  

は非常に少なく、ほとんどの物質はコンソーシアムによって実施されることになると思われます。コンソーシアム形成矧こ想定される課題の例としては、当該化学物質の業界  
で必ずしも全ての蜘入着を把握しているとは限りませんので、コンソーシアム形成に時間がかかり、プログラムの遅れの原因となる恐れがあります。国の情報と協力  
が必要となるケースが結構発生する可能性があります。  

また、コンソーシアムの運営時に想定される寧型の例としてはコンソーシアム内の費用分担の方法など公平性を確保する基準として製造・輸入量（市場占有判が考えら   
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れますが、かレテル行為に鱒ミる恐れが発生致します。   
以上の様な閉経は全てのコンソーシアムに共通の課題でありますので、個々のコンソーシアムで対応するよりも国の参画も得て、官民で事前に解決しておかないと、プログ  

ラムは最初から立ち往生するかも知れません以上  
（小、ただいた情報では両物質が同一であるかどうかの判断が困難です  

ので、詳細な情報をもって政府事務局にご相談くださV㌔  

いて、実質的に同一物質であるドデセン（2狙了8・2・7）という名称で既に評価済みになっておりますのセ、リズ卜実において名称変更していただくとともに、情報収集対象か  

ら外して戴．きますようにお願い致しますこ  

・理  由  
プロピレンテトラマーは（C3h6）4＝ C12H24であり、ドデセンの異性体表記のひとつで九1990年のUS・EPAのHPVリストにおいては、1－ドデセン  

とプロピレンテトラマーが存在していましたが、1994年の同リストでは、これに位置記号なしのドデセンが追加され、代わりに1999年にプロピレンテトラマ一に「も  

（5）優先情報収集対象物質リストは、平成14年疫に行われた「化学物質  

プロピレンテトラマーと1・ドデセンが挙げられていたが、実質同一との繊こよってプロピレンテトラマーから位置記号なしのドデセンに変更されましt㌔この位置記号なし  の製造ｷ絶入主に関する実棚査（平成13年虔実u）」をベースに、  

のドデセン（CAS25378・22・7）は、SIAM19，19－220ctober 2004 において、カテゴリー評価済みになっておりますもEUでは、プロピレンテトラマー  CAS番号／も一スで国内年間製造・輸入量が1，（X旧トン以上の有機†ヒ合  
のCAS番号はEINECSがなく、相当するものとしてはドデセンCz5378・22・7）のみを当初からEINECSに登録していま，h以上の機関の対応から見て、プロピレン  物をリストアップしています。これは、製造・輸入量という客観的な基  
テトラマーとドデセンは、実質的に同「の化合物であると考えられます。   準に基づきリストを作成することで、リスト内の化学物質について安全  

今回のリスト案にドデセン担揖78・22・7）ではなく、プロピレンテトラマーで掲載された理由は、日本ではプロピレンテトラマーという名称で市販されているためでありま  性の観点から予断を与えるようなことがないよう配慮したもの一紙そ  

す．   の後の事業弄境の変化等により製造・輸入が殆ど行われなくなった化学  
リスト秦をCASベースで作成することには賛成ですが、一方で、結晶水の有無など実質的に同一物質に異番号を与える等のケースl潮多く、今回のようにパブコメによ  物資については、将来、新たなデータに基づきリストの見直しを行う際、  

って検証して、修正していただくことカ欄こなります。以上   「もはや高生産量†ヒ学物質ではない物質」として取り扱われる予定で  
す。従って、スポンサー募集抑こ優先対象物質リストの見直しは行いま  

せん。   （施先情報収集対象物質リスト（案）（以下、リスト秦）につきましては、根拠は明確にされていませんが、製造・輸入量について現状と合わないものが見いだされたり、対  

象物質嘲軸ミ不明のもの、異論があるものがありますので、今回、意見募集されているリスト実の見直しを提案致しますこ   海外に圃ナる情報収集予定については、調査時から新たに収集予定が  
・理  由   公表された物質、収集予定がなくなった物質があり得るため、今回パプ  
今回、リスト実の意見募集盈していただき、プログラムの根幹でありますリスト実の改善の機会を設けられたことに敬意を表します。リスト案の間陛点の例としては、現状  リックコメントを通じ寄せられた情報を反映するとともに、毎年アップ  

では1000トン未満になっているもの、欧米において既l珊みのものおよび情報収集予定のあるもの、評価済みや情報収集予定の判断墓碑こ異論（提案）があるもの、  デートを行うことを予定しております。  

などが見いだされましたので、プログラムの実施にあたって、製造・輸入量の再確執欧米の評価一予定などの再調査、対象物質の選定基準の見直しなどを行う必要がありま  

す。以上   

32  「既存化学物質の安全性情報の収集・発信に向けて「血坪山チャレンジプログラム実の提案」について   

＜意見（カ＞  （山収集された情報の公表形式等について今後検討するに当たり、参考と  

け．一1．化学物質の安全闇育報を広く国民に発信」b．カとの基本的考え方に賛成する。しかしながら、単なるハザード情報の発信に留まらず、その情報のもつ意味、リスクの  させていただきます。  

観点からの評価、取り扱いが重要であることを、分り易く国民に説明し、適切なる理解がなされるよう方策を講じて頂きたい。  
（幻収集された情報の公表形式等について今後検討するに当たり、参考と      纏由）今回のプログラムにより、多くのハザードデータが発信されることになるが、それらの情報の持つ意味、人、掛及嘉働（リスク）が正しく理解されな  

いと、いたずらに国民に不安を抱かせてしまうことが懸念されるた軌   させていただきます。  

＜意見嘘）＞  

q．5．㈱の一元管理・公表Jb．幻とあるが、是非とも積極的に進め、合理的かつ効率的な化学物質管理が可能な体制、仕組みを構築して噴きたV㌔  切①ご指摘のとおり修正しますこ  
また、今回のプログラムにより収集された情報を発信するのみならず、海外にて収集された情報についても同様な様式で、国民に分り易く提供して頂きたV㌔  

（鵬）意見番号22（Dに対する回答と同じ。  

れているとは思われない。  

（亜本プログラムにおいては、鰍するいくつかの化学物質をグ／レープ化  

る。国際的に使用されているCAS番号を含め、物質情報を管理する作業が非常に煩雑となっているので、効率的に情報管理できる仕組みが必要である。同ページの「3．政府  してカテゴリー評価を行うこともできます。カテゴリー評価の可能性に  

部内における連騰の強化」と相まって、効率化を推進すべきである。   ついては、具体的に政府事務局までご相談ください。なお、OECDに  

一方、身の回りには、海外で情報収集されている化学物質も多数存在していることから、これらの安全性情報についても同様に、国民に広く発信されるべきである。   おいてカテゴリー評価が済んでいる物質のグループにある物質を追加  

しようとする場合等では、構造上の類似性、物理化学的性状のほか、耽  
「優先情報収集対象物質リスト（案）」について  存の毒性等のデータを比較してカテゴリーとしての妥当性を判断する  

（3）cAS939，97・9：4・brt・hu帥n狙1dehyde について：   必要があります。  
①日本詩名称が「4→鹿ー－ベンズアルデヒド」となっているが、英語名称と同様「4一也ー－プチルベンズアルデヒド」として頂きたV＼  

②本物質は、近年大手顧客の使用中止に伴い販売量が激減しており、現在の製造量は年間●トン程度となっている。又、今後も回復の見込がない為、今回  

外として頂きたも㌔   
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（4）CAS64743・雌・8：A拉ene8，C＞10abha・について：  

q－アルケン（C＞10）は、炭素数の異なる多くの類似物質を包含する総称的名称であり、性状も異なる物質も含まれている。また、炭素数がより限定された物質、ある  

いは単一炭素数の物質には別のCAS番号が付されており、海外の情報収集プログラムで既に対象となっている物質も含まれている。  

従って、本CAS番号に包含されることになる他のCAS番号物質との整合性、カテゴリーアプローチ等の検討が必要と考えられる。以上  

◆事務局注：ご意見中、一事業者当たりの製造・輸入量についてはr●トン」のように伏せ字にしました。   

33  （DCAS番号：亜（甜一52－9、英文名称：N－（4－me也y如b皿yD－Ⅳ－（1咄1－1－pbe町k扉）l工柁a、（日本語名称（参朝：N－b－トリ′けⅣ一也ワェニルイソプロピ／り尿素）について  （1）①意見番号29（カ①に対する回答と同じ。  

は、今回の優先情報収集対象物質リストから削除すべきと考えます。  
＜理由＞  （1X至漉先情報収集対象物質リストにおける製造■輸入量のオーダーは、  

①当該物質は全量農薬の原体として使用されている物質で、農薬取締法に基づき必要な試験データが農林水産省に提出され、十分に評価され、農薬登録をうけている物質です1  平成14年度に行われた「化学物質の製造・輸入量に関する実陳査（平  
OECDやUSのHPVプログラムでは農薬等を情報収集リストから除外しています1   成13年度実績）」に基づいております。「14尉）4の化学商品（化学工業  

（∋当該物質の取扱オーダーは1肌と記載されていますが、14就縫の化学商品“ヒ学工業日報社）によると当該物質の国内取扱量は数百トンで－す㌔   日報社）」のイ国内取扱星jが何に基づいているのかについては、化学  

工業日報社にお問い合わせください。  
Q）CAS番号：626・17・5、英文名称：加me・1，8・血a蜘、（日本語名称（参考）：イソフグロニトリノりについては、今回の優先情報収集対象物質リストから削除すべ  

きと考えます。  （幻意見番号融7）①ェ．に対する回答と同じ。  

＜理由＞ 当該物質は、USチャレンジで既にスポンサーがついていろため。  

（3CAS番号56・40・6はCAS名称としてはgly血鳩とされており、  
En花CS名称として、g匝とg匝・血皿凱中也血（1：山の両方が使             （3）棚番号：誠一亜－6、英文名称：如血Ie・うmn8dphab（1：カ、（日本語名称（参考）：アミノ酌勤については、g匝とimn8ubhぉの1：1の混合物が今回の情報収集  

対象物であり、同じCAS番号を有する曲血のみは今回の対象とならないと考えてよいのかコ瑚軌、ます   われているようです∴被穀物質の選定につきましては、政杵事務局まで  
個別にご相談ください。  

（亜棚番号：75－07－0、英文名称：弧如地軸壷）、（日本語名称（参考）：アセトアルデヒド）については今回の陳先情報収集の対象物質にする必要がないと考えま・九  

＜理由＞  （心意見番号29也）③に対する回答と同じ。  

当該物質はⅣCSのEn血血虚He山ぬC血血但HC）モノグラフが発行されているた軋   

34  （カ総論二そもそも既存化学物質の安全性情報の収集は、新規化学物質と同様にそれらを製造輸入する事集者が責任を持っのが筋ではないれ「官」による安全性情報の収集に  （D意見番号21（功に対する回答と同じ。  

は限界があることは明らかであり、事業者による自主的なスポンサーを募る本プログラムでは本質的な解決になっていない。  
（カ①これまでの既存化学物質の状況については、プログラム案9ページ  

（勿各論二以下は本プログラムを事業者が全面的に安全性情報収集の義蕗を負う制鹿闇斬テナるまでの短期的な取り組みとして捉えた場合のコメントである。  の（参考2）に記載しております。  

①本提案を正確に理解するために必要な情報や説明が不足している   また、本プログラムとM規RIJ案とは直接の関連がないため、  
理由   REACEやUSチャレンジプログラムに関するご提案の内容は記載して  
1）わが国のこれまでの既存化学物質の点検に対する評価が記されていなしヽ進捗に問題があり、これまでの国の取り組みには限界があることを認めたからこそ、このような  おりません】  

プログラムの立案に至ったと考える。b．1「検討にかかる経緯」）  

2）既存化学物質の安全情報の収集状況に関わる具体的な数倍情報が少なく不親切である。正確な数字の提示が困難な場合でも、おおよその数を示すべきである。  短）②意見番号26（1大童）に対する回答と同じ。  

・わが国の既存化学物質の緻、そのうち製造輸入量1（X氾トン以上の化学物質数、それぞれの点検済み物質数の比率など，血1「検討にかかる経楓）  

・「優先情報収集対象物質リスト」のうち、総数、国際的情報収集状況の各グ／レープ毎の合計数等 （「優先情報収集対象物質リスト」）  （幻（萱）意見番号21（翰に対する回答と同じ。  

3）関垂する国際的な取り組みに関する記述がOECDのHPVCプログラムに偏っており、欧州のREACHや米国HpVチャレンジプログラムに関する記述がなL・㌔具体的に  
はREACHiこおいては既存化学物質の安全性情報収集を事業者に義務付けていること、米国HPVチャレンジプログラムにおいては「化学物質の知る権利にかかるプログラム」  

の一斉として位置付けられていることなど。わ．10「参考3」）  

（∋「情報の発信」の意味するところが不明瞭  

理由  
本プログラム実の随所に記されている「情報の発信」の具体的内容がよくわからない。例えば「情報公開」とどう異なるのれ市民にわかりやすく加工された2次情報を発信  

することは歓迎するが、それも元となる一次データ等のアクセスが可能であることが大前提である。同じ考えから、下記（本文RB）の⑥の文中の「積極的に」は削除すべき  

と考える。  
Ⅲ．プログラムの概要  

（1）プログラム実施の枠組み  

（参スポンサー状況、進捗蜘ま積極的に公象  

③最終日榛が不適切である上、数値目標がない  
理由  
本プログラムの最終日凛を「化学物質の安全性情報を広く国民に発信すること」としているが、これは目的としてはありえても、目標とはいえなしヽ 目標とするならばより具   
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体的なあるべき到達点を撮示すべきで、か「つその中で安全情報のl躁をどの組数いっまでに終了させるのか数値的に示してこそ「チャレンジプログラム」と呼べるのではな  

かろうか⊃ b．2Ⅰ．「1．化学物質の安全性情朝を広く国民に発信」）   

35  「優先情報収集対象物質リスト（案）」について  （カ意見番号盟Q）①に対する回答と同じ。  

（加加点番号22伽比・5計7の取扱量オーダーは弊社農薬原体カルタップの生産量が大部分であるように思われますも  

（幻用途情報については、営業秘密が含まれる場合もあると聞いており、      本プログラムの趣旨は、「イ物質の審査及び製造等の規制に関する法律（化審決）Jの対象となる既存化学物質の安全性情報収集であり、そもそも朋     下で管理・  

規制されている農薬は対象外と理解しております。  現段階では用途別の取扱量オーダーについて公表を予定していませんb  

したがって、農薬に係る製造羞を除いた、適切な取扱量オーダーに基づく優先順位付けを実施すべきと考えます。  
吻尚、参考までに、当譲リストの優先順位の根拠となる生産量（取扱量オーダうを用途方l出ヒ事法用途、その他規制法下にある用途鞠に開示頂きたい。   

36  先般、優先情報収集対象物質リスト中の、CAS番号41317・16・14・メトキシ・2・メチルジフェニルアミンについて、安全情報収集についてのご依頼がありましたが、当物質       意見番号13（り及び意見番号4に対する回答と同じ。  

は中間原料であり、「股消費者への接触も軌、ため、弊社で毒性データを実施する予定はないことをご報告いたします㌔   
37  1．意見対象  （Dご指摘の通り（ユAS番号17ら8・閑・2アミノイミノメタンスルフィン酸  

②「勝情報収集対象物質リスト（案）」の中の2物質について  とCAS番号41淵－ヰl－0二酸ーヒチオ尿素は互変異性体（血u血edであ  

2．意見内容  り同「物質であると考えられます。（：浪S番号1758－73－2アミノイミノ  

（DCAS番号 4189一朝－0 二酸化チオ尿素  メタンスルフィン酸はSM4において評飯を終了しています。従いま  
国際的情報収集状況欄が「捌」になっていますが、同一物質が別名（棚番号175873－2 アミノイミノメタンスルフィン鮒でのOECDSIAM4で評価済みで主従       して、CAS番号41舶・44－0二酸化チオ尿素については、優紺青報収集  
って「OECD評価済み」に変更お掛、しますこ  対象物賢リストの国際的情報収集状況の欄を「Om評価済み」に修  

正します。  
理由①（社〉 日本化学物質安全・情報センター（JETOC）柳こて、OECDのSIAM完了およぴSIAPの解釈が紹介されている。  

カ機関紙情報B Ⅵ丸24No．餌2㈹）P62  （カ意見番号22（Dに対する回答と同じ。  

Ⅴ．化学物質の     ：SⅡ杏の取り組み  
p57物質No．182に該当物質の記戟あり。Ⅵ血6  

揖機関紙情報B Ⅵ九24No．12（珊2）p苅  
Ⅳ．SⅡ娼初期評価プロファイル胤4～6の25物質  
P4T14．アミノイミノメタンスルフィン酸、Ⅵ濾5セー3  

②NITE㈹憩抑のホームハ㌻－ジ（HP）  

HPより国連のHPV検索のところでCAS番号1758・73・2をいれると、SIAM4 Pub加ゎ瑚血ね0虎・渕にSⅡ裕報告書が掲載されている。SⅡ消の化合物名  
の一つに二酸化チオ尿素が記載されている。  

Q）CAS番号 3710一糾－7 ジエチルヒドロキシルアミン  

触オーダー1000tとなっていますが、平成16年虔の国内以上は1000tを下回っているl珊従って当プログラムの主旨により優先情報収集対象物質リス  
トから削除して頂きたくご検討お厭いいたしますゝ  

理由① 当該物質Iま昨今市場のシュリンクが著しく、国内業界第2位の弊社の最近の国内取扱量を見ても●t（平成13年度経済産業省届出は●めを下回っています1  

今後の市場回復も見込まれない状況で、弊社は事業撤退も視野にいれ検討を開始しております。  
国内業界第1位の甲社の取扱量を合算しても、国内取扱量は1000tに大幅に未達と推定されます。  

従って、甲社から取扱量を再確認していただき、優先順性情朝収集対象物質リストから削除して頂きたくご桟詐妹凛軌、いたします。  

◆事務局注＝ご意見中、他の製造・輸入事業者名称については「甲他のように、一事業者当たりの製造・輸入量については「●トン」のように伏せ字にしました   

38  意見：  意見番号10に対する回答と同じ。  

優先して安全性情朝を収集すべき化学物質について  

今回発表された リスト僕）」に掲げられているうち、下記5物質についてI享、弊社平成13年度報告で誤った数量報告（純物質換算で報告すべきとこ  

ろ当物質を含有する製品の有姿量としての報告）があったこと、並びににおけるその後の生産・販売実績から現時点で当萩リストに計上することは不適切である可能性があ  

るため、今回の「優先情報収集対象物質リスト（菓）」について見直しをお熟、致しますこ  

No．  CAS番号   日本語名称   R13年度報告羞  

（誤）  （正）  

1  岨・74・0  γ，メルカプトプロビ／レトリメトキシシラン   ●t以上  ●t  
2  1112－39・6  ジメトキシジメチ／レシラン   ●t以上  ●t  

3  17拓9・77・1  （1，1－ジメチ／レ2－プロビニ／りオキシトリメチルシラン   ●t以上  ●t   
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4l鋸7一亜・2】ジフェニルシランジオール  ●t以上  ●t   
5 寸3（湖・博一6lN－フェニルrドアミノブロ琉レトリメトキシシラン  ●t以上  ●t  

以上  
◆事務局注：ご意見中、→事業者当たりの製造・輸入量については「●トン」のように伏せ字にしました，   

39  （1）優先情報収集対象物質リストの取扱いオーダーの根拠、使用用途等を明示すべきである。   （D飯村青報収集対象物質リストにおける製造・輸入量のオーダーは、  

【理由】取扱いストーーダーは本プログラムの慶先順位付けの重要なファクターである。一方、当該リストには化審法以外の規制法に係る化学物質（農薬、家庭用防疫薬等）が含  平成14年虔に行われたりと学物質の製造・輸入量に関する実態調査（平  

まれている。それらは、イ朗尉ヒ学物質と異なり、それぞれ該当する規制法に基づき安全性に係るデータが提出され、登録等が醒可され、製造、販売、使用等が規制さ  成13年度実績）」（に基づいています。用途情報については、営業秘密  

れている。   が含まれる陽含もあると聞いており、現段階では用途別の取扱量オーダ  
したがって、取扱いオーダーの根拠やその使用用途の明示は、本プログラムにおける化学物質の優先順位付けの妥当性を判断する上で必須である。   一について公表を予定していませ人ん  

（幻本プログラムのリストには化審法以外の規制法に係る化学物質（農薬、家庭用防疫薬等）が含まれているにもかかわらず、関連する省庁・部署が関与していない。その理由  ㈲意見番号5Ⅰ3．に対する回答と同じ。  

を明示いただきたい。  

【理由Ⅰ上記理由の開示がなければ、本プログラムがいわゆる縦割行政によって推進されているとの誤解を国民に対して生じさせることになる。  （カ広く国民の意見を聞くことは重要であり、意見・情報の提出に必妻と  

判断される時間等を勘案し、今回のパブリックコメントを行うに当たり  
（知パブリックコメントの期間はもっと長くすべきである。  適当と思われる期間を設定いたしました，  

【理由lこのような国民の関心の高い重要な化学物野こ係るプログラムのパブリックコメントの期間が実質2週間程度（ゴールデンウイークがあるため）なのは、国として国  

民の意見を広く聞くとの姿勢が問われかねない。定型的に期間を投定するのは適切ではない。   

40  ［意見］   （王）意見番号3α柳．に対する回答と同じ。  

「優先情報収集対象物賓リスト（寅）」について  

①CAS No．蘭－72－7姐】わ血）addサリチル醒は  （亘）意見番号13（山に対する回答と同じ。  

弊社として既にICCAのHPVに参画し、「IUCLID」の作成まで終了しているので対象から除外していただきたい。  
②CAS No．珊・劇・88∝駄皿匝鹿アミノ酢酸ナトリウムは  ⑳＝AS番号u3・26・4、693・36・7、10595・72・9については、既に使先情  

必須アミノ酸のナトリウム塩であり、製造した当該品全量を特定の一流企業へ納入し、全量が中間体として別製品に作り変えられている。今回のプログラムではリスクの  朝収集対象物質リストの国際的情朝収集状況の欄が「USチャレンジ収  

観点から対象物質の優先露が設定されているので、OECDHPVプログラムと同様に、暴露の可能性が低い中間体として、取得データ項目を軽減していただきたVヽ  集予定」となっています。  

③CAS No．123－28・4、（】AS No．693・誹・7、CAS No．10即5一花・9の物質はU．鼠HPVで実施されているので対象から除外していただきたい。   

41  農粟工業会は、「官棚引         ▲発情プログラム」が実効あるものであり、事業者から円滑な協力が得られるものとなるよう、下記の意見を提出します。  （0意見番号29庖）①に対する回答と同じ  

（カ本プログラムの優先情報収集対象物質リストに含まれている農薬について  

（幻ご指摘のような農薬頃似化合物については、有害性を示すものも含ま      農薬については、農薬取締法に基づき、製造・販売に先立って、各種毒性試験デ」タ、動物・植物代謝デ」タ、環境生   ′   、 のデータを当局に提出し、そ  

れらの安全性等の評価を得た後、登録が艶められている。安全性評価は、食品安全基本法に基づき食品安全委員会により実施されるが、その舷果（「農薬評価書」）や評価に使  れている可龍性がありますので、隙垂情報の提供等を含め政府事務局ま  

用したデータの概要（「農薬抄録」）は噸次公表される。   でご相談ください。  
農薬については、既に、企業による農水省へのデ」タ提出及び公的糖関による評価書と農薬抄録の公表がなされている中で、更に同一化合物について安全性データに係わる  

データ収集などの作業を企業に求めることは、データの公表と企業の労力の両面において、まったくの重複と考えられる。  
また、欧米においても高生産漁旺IPV）の安全性情報の収集の取組が行われているが、農薬については対象とせず、各農薬規制法の枠組みで安全性等に係る評価が実施され、  

その結果が公表されている。  
よって、本プログラムの趣旨の1つである安全性情朝を広く国民に発信する目的は、既に農薬の安全性評価の枠組みで実施されていることから、対象物質から外すことが立  

とうと考えられる。  
ただし、登録されていない農薬類似化合物については、農薬の安鍼平価の枠組みで実施されていないことから、関連情報の提供や具体的な提案などを行いたいと考えてい  

る。  

（班先順位について  

農薬取締法に基づき登録がなされていない農薬類似化合物については、農業分野以外の限られた用途で極めて少量が市場に流通していることを考慮した対応、すなわち優先  
順位を付すなどの配慮が効率的と考える。   

42  「優先傾閣収集対象物質リスト（案）」のリスト物質について2件、意見を述べさせていただきます。   （わいただいた情報では判断を行うことが困難ですので、詳細な情報をも  

（リCAS番号 2004・70▲8   って政府事務局にご相談くださV㌔  

（意見内容）下記物質についてはn娼番号敷地t阻9、PeI血eneを適用すべきではないでしょうかゝ  

・CAS番号 2∝は－70－8・英文名称（参考）血7杷血一1，3－dね鮎・日本語名称トランスー1，3－ペンタジェン  （幼木プログラムlこおける、2008年度までの優先情報収集対象物質とし  

（理由）工業用途の1，3－ペンタジェンはナフサ分解で副生するC6留分を蒸留等で濃縮して得られ、シス体とトランス体の混合物である。このシス体とトランス体を分離す  ては、平成13年虔実績をもとに、CAS番号ベースで国内年間製造・輸  

ることは非常に困難で、単体としては流通していなレヽなお混合物は（】AS番号M・6ひ9、Ⅰ毛血eneであり、Om－HPVではアメリカが担当国となり、現在Mpba盟  入量が1，（仰トン以上の有隋†ヒ合物をリストアップしています。これは、  

段階である。   製造・輸入量という客観的な基準に基づきリストを作成することで、リ  
スト内の化学物質について安全性の観点から予断を与えるようなこと   
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（カCAS番号542・92－7   がないよう配慮したものです；お問い合わせの化学物質の情報収集の進  

（意見内容）下記物質についてはリストから削除すべきではないでしょうれ   め方については政府事務局にご相談くださレヽ  
・（池S番号 542，盟・7・英文名称（参考）町廟臆加・日本観称 シクロペンタジェン  
（理由）シクロペンタジェンほ構造的に不安定で、通常（常温）は2主体のジシクロペンタジェン（CAS 77▼73・6で既リスト）として流通している。   

43  5月下旬からスポンサー募集を開始して、Japanチャレンジプログラム（以下、本プログラムという）を動かす計画になっていますが、拙速に過ぎます。再度プログラ  （D意見番号1に対する回答と同㌫  
ムを検討し、広く国民の納得の得られるプログラムとした上で開始することが良策と考えます。  

（理由）  也）意見番号1に対する回答と同じ。  

用木プログラムの基本的な考え方で、r化学物質の安全性情報を広く国民に発信すること」を目標としていますが、「国民が知りたい」情報とは何でしょうれ「人の健康や生  

（如意見番号2！詭か①に対する回答と同じ。  

に多く排出されている化学物質はなにか」を明らかにした上でプログラムを動かすべきです。そうでなければ、「労多くして効少なし」の結果に終わる恐れがありますも  

（亜意見番号13（Ⅲこ対する回答と同じ。  

（分優先情報収集対象物質リストは、本プログラムにおいて重要な位置を占めますが、機械的に選定しており、うまく機能すると思われません．提案の5ページでは、「リスク  

（由意見番号3に対する回答と同じ。  

リストアップしたに過ぎません行政は製造・輸入事業者を把握しているので、事業者に個々の化学物質の用途を確認することにより、「人」や「生陰」への暴露量の推定は可  
能で九これをもとに優先情報収集対象物質リストを作成すれば、精度の高い「優先情報収集対象物質」リストが得られます。更に、事業者は自社で製造・編入している化学  
物質のリスク評価を行っているケースもあり、優先情報収集対象物質リストを行政と事業者の共同作成とすることが望まれます。  

（碓先情報収集対象物質リストには、「乳酸かレシウム」、「D－ソルビトール」のような食品添加物や、「トリクロロニトロメタン扮掩クロロビクリン）」や「フェニトロチ  

オン又はMEP」のような農勅ミ含まれています。一食品添加物」の安全性情報を改めて収集する必要性は考えられません，また農薬は人及び環境に対する毒性の評価をした後  

に登録されていますもたとえ農薬以外の用途に使用されているとしても基本的な化学物質の性質に変わりがありませんので、事業者が改めて情報収集をする必要性はありませ  
ん。従って、優先情報収集対象物質リストから「食品添加物」や「農薬」の削除が必要で九  

（胡醐質リストにlも「中間物」と思われる化学物質が多く含まれています。改正化審法では、「取扱いの方法等からみてその新規†ヒ学物質による環境の汚染が  
生じるおそれがないものとして」の確認を受けたときに「中間物」は届出除外の規定がありますここれは、「中間物」のリスクが低いものとして設けられた規定ですから、本プ  
ログラムで中間物の情報収集をすることは不適切で九少なくとも、最終製品としての利用される化学物質と中間物としての利用される化学物質ではリスクに大きな違いがあ  
ります。事業者が低リスクと評価した化学物質棚を敢えて実施するとは思われません，従って、優先情報収集対象物質リストから「中間物」の削除が必要性  

（由平成20年4月以降にプログラムの中間評価を実施するとありますが、どのような観点で評価を実施するのかが明確になっておりません。どのような項目または指標を評価  

すべきかをプログラムを動かす働こ明確にし、目標をクリアにしておくことが必要で右ただし、この際 、情報  
収集の実施率、未実施率を評価の指楳とすることl妻酎味がありません特に「食品添加物」、「農薬」や「 ストに  

含めたままでは「実施率が低い」結果になることは明らかです；本プログラムは、「人の健康」や「 ること  

だけが目的化された提案のように感じられますこ本プログラムの終了後の評価で「実施率が低い」ことをもって、「自主的取り組みではだめで、やはり規制が必要」との結論に  
誘導されることを危惧しています∴繰サ返しになりますが、広く国民の納得の得られるプログラムとした上で開始することが良策と考えます。   

44  プログラムの実施にあたっては、事業者の自主的取り組みであるという前提に立ち、特に以下の点に御配廓軌、、合理的な実施■運用体制の整備を図って頂きたV㌔   （D意見番号封切◎に対する回答と同じ。  

既存情報の活用跡聾anチャレンジプログラムの提案（以下、獲秦割 Ⅱ㈲②国の衛抑  

（山手業者が効率的に活用できるように、国による既存情報データ調査を速やかに実施し、結果を早期に公表して頂きたし㌔  （公本プログラムにおいて収集される安全性情報は、広く国民に発信する  

吻      されている情報を最大限活用して頂きたV㌧例え吼耶n・GIガ試験であっても各企業が責任をもってデータ取得し、責任をもって使用し七いるデータや、  ことを予定しているため、信頼性が確保されている必要がありま－たそ  

反復投与試験デーダなどで特にC舶ではないものなどについては、一律に再試験を要求することなく、最大限活用できるようにして頂きたい。   のため、既存データについては必ずしもGIPに従って実施した試験の  

結果に限定するものではありませんが、政暗が委嘱する専門家が信頼性  
コンソーシアム（確実幸Ⅱ也）①）  の確瓢を行います。また、新たに識を実施する場合は、国際的に受入  
（諦複数の事業者によるコンソーシアム結成には、    －じ、より、事業者間だけでの調整には困難が予想される。速やかに結成しプログラムの開始を行なう為にも、国  可能なテストガイドラインとGLPに従って実施されることが適当と  

によるコンソーシアム結成支援の仕組みを構築する旨の追記をお顧いします。   考えております。  

カテゴリー評価（提案幸Ⅱ也）②）   伽意見番号畑に対する回答と同じ。  
（亜コンソーシアムによるカテゴリー評価では、対象化学物質と既存デ←タ等の開削切掛こなる事等が想定されます。ついてはその評値方掛こ関して、コンソーシアムによる  

検討に柔軟に対応する旨を追記掛、ま－た  （㊥意見凄号㈹⑦に対する回答と同じ。  

優先情報収集対象物質リストについて   （由①意見番号2！詭D③に対する回答と同じ。  

（劫情報収集対象物質の選定にあたっては、優先†生や既存評価書の有無等を考慮し、適切に選定して頂きたし＼以下に該当するものは各記載理由により  リ  
スト（172物質）から除外して頂きたい。   （め②倉見番号2釧鰍∋に対する回答と同じ。  
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